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プログラム名：宇宙科学技術利用促進プログラム 代表者名：原 政直 主管実施機関：株式会社ビジョンテック

体制

主管研究機関：

株式会社ビジョンテック
期間

平成24年度～平成26年度
（3年間） 規模

予算総額（契約額）：21百万円

1年目 2年目 3年目

共同研究機関：

北越後農業協同組合
５百万円 ９百万円 ６百万円

背景
人工衛星を栽培管理に利用するには、生育段階ごとに衛星データが必要にな
る。しかし現実には、回帰周期や被雲の影響、季節的要因等により単一の衛星で
は生育管理に必要な情報が得られないことが多く、それが衛星データの利用を阻
害している。

目的
準衛星コンステレーション（異なる衛星による観測データを複合利用する技術）
により継続的で間断ない観測を実現し、田植えから刈り取りまで、営農期間中の
必要な時に必要な情報の利用を可能とし、宇宙を利用した農業情報インフラとし
て働くことを目標とする。

システム概要

本研究開発では、作付けから刈入れまでの営農期間を通じて様々な場面で衛
星データが利用される。従って、営農者とその関係者による頻度の高い利用とそ
の定着が期待できる。また、構築されたシステムはサクセスモデルとして、新潟
県内は元より全国の米生産地での利用の普及・拡大に資することが期待される。
さらに、農業生産現場における継続性と間断のない観測を可能とする準衛星コ
ンステレーションの実証は、我が国の来るべき本格的衛星コンステレーションの
先導的役割を担うもので、「食の安全・安心（食の安全保障）」を目指す農業分野
での利用の拡大と定着が期待できる。
特に、我が国のリーダシップの下、「米」を主食とするアジア中進国と連携し、経
済的負担の分散や衛星の障害（ALOSの突然の運用停止）によるリスクの分散
が図れる衛星コンステレーションの利用効果を示すモデルケースとなり、衛星利
用技術と精密農業技術を融合した新しい農業情報として利用の定着が期待でき、
農業における農業情報インフラの一角に位置付けられ、定常的な利用に供する
ことが期待できる。



３． 「国民との科学・技術対話」の推進に関する取組３． 「国民との科学・技術対話」の推進に関する取組

１）大学・研究機関の一般公開での研究成果の講演

３）インターネット上での研究成果の継続的な発信

２）一般市民を対象としたシンポジウム、博覧会、展示場での研究成果の講演・説明

課題名：準衛星コンステレーションを利用した高度水稲営農情報システムの構築と実証 代表者名：原 政直 主管実施機関：株式会社ビジョンテック

・北越後農業協同組合管内を対象としたアグリルック農業情報サービスの一般向けページを継続的に公開している。
ホームページアドレス http://www.agrilook-info.com/kitaechigo_pub/

実施日 イベント 講演題名 種類

2014/12/
平成2 6 年度地球観測技術等調査研究委託事業 「大学発小型衛星が育む未来の宇宙利
用者たち」「宇宙ベンチャー創成塾」九州工業大学

地球観測衛星を利用したビジネスの創出 講演

2014/9/30
「ＡＩＳＴ・筑波大学ＴＣＩベンチャー技術発表会」
主催: 筑波大学・産業技術総合研究所イノベーション推進本部ベンチャー開発部・(株)
つくば研究支援センター

水稲圃場情報提供サービス「AgriLook®」の開発 講演

2013/10/31
国立研究開発法人農業環境技術研究所30周年記念ワークショップ
「作物産地インテリジェンスへの空間情報技術の戦略的利用に向けて」

良食味・高品質米の安定生産への利用のためのビジネス
モデル

講演

実施日 イベント 講演題名 種類

2015/3/4 農業関連企業との意見交換会 主催：全国農業青年クラブ協議会 展示会

2014/12/12 ニイガタ×宇宙 主催：新潟中心商店街協同組合
共催：JAXA 後援：新潟市

ニイガタX農業
「ニイガタおいしい食」

講演（補助）

2014/10/24 つくばビジネスフェア2014 展示会

2014/10/17 茨城新聞掲載 衛星で水稲生育観測 新聞

2014/10/2.3 東京ビジネス・サミット2014 ビズアース 展示会

2014/9/13
宇宙開発フォーラム2014 パネルディスカッション
主催：宇宙開発フォーラム実行委員会 後援：外務省、文部科学省、JAXA、日本
宇宙ﾌｫｰﾗﾑ

加速する宇宙ビジネス～衛星データ利用拡大に向けた戦略
と課題～

講演

2014/5/30

第10回GISコミュニティフォーラム
第4回農業GISセッション –持続可能な農業を目指して-
主催：ESRIジャパン 後援：（一社）日本写真測量学会（一社）日本ﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ
学会ほか

GISとリモートセンシングを利用した水稲生産管理システ
ムの開発

講演



４．実施内容４．実施内容 ①準衛星コンステレーションの構築（高頻度観測によるタイムリー性の向上）

衛星データを調査し、準衛星コンステ
レーションに使用する画像（平成19年～
平成25年度）を収集した。現在、運用して
いる衛星を調査し、準衛星コンステレー
ションに利用可能な衛星センサをまとめ
た。データ収集を可能な限り自動化した。
米国は、今後も、空間分解能30mの
LANDSATシリーズによる観測の継続と
データの無償提供を予定している。欧州
では、2014年6月にDeimos-2（スペイン、
回帰周期4日、空間分解能4m）が打ち上
げられるなど、10m以下の空間分解能の
衛星により数日間隔で観測可能な体制作
りが進められ、価格も低廉化してきた。さ
らに、WorldView-2のような既存の高解像
度衛星のデータも徐々に価格が低下して
おり、準衛星コンステレーションを行う環
境は、整いつつある。

衛星データ検索サイトを登録したWebブラウザ

準衛星コンステレーションの候補とした衛星

課題名：準衛星コンステレーションを利用した高度水稲営農情報システムの構築と実証 代表者名：原 政直 主管実施機関：株式会社ビジョンテック

収集した中分解能衛星データのリスト

実証地域と圃場の分布



４．実施内容４．実施内容 ②空間分解能の異なる衛星データの混在利用を可能にするデータフュージョン技術の開発

標準化処理の概略図

左：トゥルーカラー画像
中：標準化前のNDVI画像（全体の平均は0.476）
右：標準化後のNDVI画像（全体の平均は0.534）

準衛星コンステレーション画像
データセットに混在する異なる種
類の衛星データを同様に扱えるよ
う に す る た め 、 TERRA/MODIS
（ Moderate Resolution Imaging
Spectroradiometer）の独自開発し
た雲除去フィルタNRFで処理した
時系列データセットを基準として標
準化処理を行った。収集した衛星
データ、有人機モザイク処理デー
タ、JA北越後から提供された地上
計測データを用いて精度評価を実
施し、 精度評価と利用実証結果
を参考にアルゴリズムの再検討と
プログラムのチューニングを行い、
準衛星コンステレーション画像を
利用可能にするデータフュージョ
ン技術を完成させた。

課題名：準衛星コンステレーションを利用した高度水稲営農情報システムの構築と実証 代表者名：原 政直 主管実施機関：株式会社ビジョンテック

標準化前後の画像サンプル（2014年7月2日）

航空機から撮影した圃場の近赤外カメラ画像
（黄色枠は追記した実証圃場の境界）

人工衛星（RapidEye、2014年8月31日観測）
標準化データと空撮によるNDVIの相関
（作付水田、河川敷、大豆畑）



４．実施内容４．実施内容 ③グローバル衛星を利用した時系列データセットによる準衛星コンステレーション観測データの観測頻度補完法
の開発

中空間分解能の準衛星コンステレーション観測
データに標準化処理を行ったデータと高頻度観測
衛星データを利用して雲除去および任意日の内挿
補完画像作成を行うプログラムを開発した。
準衛星コンステレーション画像から中空間分解能
の雲除去時系列データセットを生成し、高次プロダ
クトの作成に活用できるようにした。

NDVIを閾値とする雲域判別手法の評価

内挿補完アルゴリズムの概略図 内挿補完画像サンプル（2014年7月20日の推定画像）

課題名：準衛星コンステレーションを利用した高度水稲営農情報システムの構築と実証 代表者名：原 政直 主管実施機関：株式会社ビジョンテック

左上：トゥルーカラー画像、中上：標準化画像、右上：NDVI残差>0.1
左下： NDVI残差>0.15、中下： NDVI残差>0.2、右下： NDVI残差>0.3



４．実施内容４．実施内容 ④通信端末を利用した営農者への直接情報配信システムの構築と実証運用

アグリルックの利用の様子

複数の衛星データや気象データを時系列的に利用し、定期的に生成した農業情報をWebで配
信するシステムを開発・運用し、JA北越後（共同参画機関）管内で利用実証を行った。インター
ネットを介して随時閲覧できるWebGIS型データベースとその情報閲覧端末を「AgriLook（アグリ
ルック）」でと称し、商標登録（登録第5547891号）し、アグリルックJA北越後版をインターネット上
で一般公開した。
ホームページアドレス http://www.agrilook-info.com/kitaechigo_pub/

また、情報をメールで配信するシステムも開発し実証を行った。
JA北越後の各支店で営農指導担当者がタブレットを携帯し、葉色や食味予測などの情報を
生産者と共有し、栽培方針を検討するするコミュニケーションツールとして活用した。JA北越後
担当者からタブレットで提供する情報について、JA内部の評価の報告を受けた。それによると、
営農指導担当者に紹介した平成26年度当初から提供情報やその使い方など全般的に評判が
よく、JA北越後では当事業で購入した2台のタブレットに加えてJA独自の予算で9台追加し、営
農指導担当者向けのアグリルック操作説明会を開催するなど、1支店当たり1台体制で、利用実
証が行われた。その結果、新潟県を中心に全国からアクセスがあり、平成26年4月～10月の利
用者は651名でアクセス数は約9,200回に上った。メール配信システムの登録利用者アドレス数
は337名だった。

アグリルックの表示画面
（タブレットPC、スマートフォンでも使用可能）

メール配信システム用配信ユーザ管理用画面（サンプル）

課題名：準衛星コンステレーションを利用した高度水稲営農情報システムの構築と実証 代表者名：原 政直 主管実施機関：株式会社ビジョンテック



４．実施内容４．実施内容 ⑤携帯電話等で撮影された圃場画像のグランドツルース化とそれを用いた補正処理による一筆単位の生育情
報の高精度化を図るフィードバックシステムの構築と実証

Webブラウザを利用して携帯電話やタブレットPC
で撮影した画像ファイルをサーバに転送し、サーバ
で画像診断を実施して診断結果の数値情報をWeb
ブラウザに表示し、データを記録して時系列変化を
グラフ表示できるようにした。
当初はアップロードされた画像を全自動でグラフ
表示する設計であったが、撮影日時とアップロード
日時が異なる場合や、空の映り込みや葉色カラー
スケールの映り込みが不十分な写真の処理による
異常値のグラフ表示を防ぐため、処理結果を確認し
た後、登録する仕組みに改良した。

デジタルカメラ画像の処理フロー

葉色診断用画像のサンプル

デジタルカメラ画像と葉色診断用ユーザインターフェース
（右下のシートに入力した値がグラフ表示される。）

課題名：準衛星コンステレーションを利用した高度水稲営農情報システムの構築と実証 代表者名：原 政直 主管実施機関：株式会社ビジョンテック



４．実施内容４．実施内容 ⑥衛星データ（コンステレーションデータ）から新潟県で標準的に使用される食味計による計測値への
変換方法の開発と実証

衛星データから得られる正規化植生指数（NDVI）を新潟県が標準
的に使用する食味分析計（TM-3500、静岡製機製）相当の玄米蛋
白含有率に変換する方法を確立し、食味予測マップを作成した。こ
の方法の完成により、食味予測マップと分析値の相関を高めた。
食味マップの作成については、ベクターベースの準衛星コンステ
レーションを行い、異なる日に観測された衛星データによるNDVIを
任意の日のNDVIに換算し、新潟県が平成24年度までに統一して
導入した静岡製機製の食味分析計（TM-3500）相当の玄米タンパ
ク含有率に変換して出力した。
平成２５年度は、圃場のうち、水稲が作付された圃場とその他

の作物が作付された圃場を判別するため、RapidEye（2014年5月30
日）、COSMO-SkyMed（2014年6月2日）を使用した。水稲が作付さ
れた圃場を判別した後、RapidEye（2014年8月31日）、ASTER（2014
年9月3日）、MODIS_NRFデータを用いて食味予測を行った。
食味予測マップはJA北越後でコシヒカリの収穫が始まる前の
2014年9月10日に管理者用ページで閲覧できるようにした。栽培現
場ではタブレットおよび印刷したマップを生産者に見せて、土作りや
栽培管理の指導に利用しており、JA北越後の営農指導担当者か
ら、食味予測マップは現在のJA北越後の利用法において実用的な
精度を有しているとの報告が得られた。

食味マップの作成フロー

アグリルックによる食味推定マップの表示

課題名：準衛星コンステレーションを利用した高度水稲営農情報システムの構築と実証 代表者名：原 政直 主管実施機関：株式会社ビジョンテック

食味分析計（TM-3500、静岡製機製）



４．実施内容４．実施内容

課題名：準衛星コンステレーションを利用した高度水稲営農情報システムの構築と実証 代表者名：原 政直 主管実施機関：株式会社ビジョンテック

⑦時系列衛星過去データを用いた予測情報の抽出法の開発と実証

現地データを経験的パラメータとして用いたアルゴリズムにより生育予測画像（NDVI）から葉色予測画像（SPAD値）を
作成し、圃場毎のピクセル値（SPAD値）を抽出し、マップを作成してアグリルックで表示可能にするプログラムの開発を
行った。
JA北越後から栽培管理の中でも品質に大きな影響を与える穂肥時期に確実な葉色情報の提供を行うよう要請があ
り、2014年7月13日と7月20日の予測葉色を7月1日と7月11日に提供するなど、開発したシステムを用いれば被雲を除
去した情報を確実に指定した日に提供することが可能である。また、その情報の精度については、食味予測、葉色予測
等について現場を回っている営農指導担当者から妥当で実用上支障はないとのコメントが得られた。

10日後の葉色予測マップ（2014年7月13日時点の葉色：7月1日に提供） 10日後の葉色予測マップ（2014年7月20日：7月1日に提供）



５．その他の研究成果５．その他の研究成果

１）成果展開の状況

２）今後の研究開発計画

TPP（環太平洋パートナシップ協定）の大筋合意を受け、輸入品に対する競争力を強
化し、輸出も見据えた「攻めの農業」への転換が求められている。このような中、農業
の高品質安定生産、省力化・規模拡大に向けて、『農業ICT化』の重要性はますます
高まっている。日本の精密な栽培管理に要求される情報は、圃場単位の分解能で希
望の時期に確実に提供される必要がある。この要求を満たす情報提供を行うため、
①中分解能衛星コンステレーション衛星画像の時系列・空間解析技術の研究開発
②中分解能衛星コンステレーション画像とメッシュ農業気象データを活用した稲・麦・
大豆栽培管理支援システムの研究開発
の実施を計画している。

特許出願 研究論文（査読付き） その他研究発表 プレスリリース 展示会 受賞等

全体：1
（商標登録）

全体：0 全体：8 全体：1 全体：8 全体：1

これまで得られた成果
（特許出願や論文発表数等）

受賞リスト 内閣府「衛星データをビジネスに利用したグッドプラクティス事例集」に選定（2014年3月）

本研究の成果である、インターネットを介して随時閲覧できるWebGIS型データベー
スとその情報閲覧端末を「AgriLook（アグリルック）」で商標登録（登録第5547891号）
し、アグリルックJA北越後版を公開している。
ホームページアドレス http://www.agrilook-info.com/kitaechigo_pub/
衛星データ等の情報を「時系列的に利用する」効果や「場所を選ばず利用できる」
利便性への理解が拡がり、ユーザ毎に時系列衛星データを主軸としてカスタマイズ
し、提供するサービスの事業化は着実に進んでいる。その結果、内閣府宇宙戦略室
の調査による「衛星データをビジネスに利用したグッドプラクティス事例集」に掲載さ
れた（2014年3月）。
ホームページアドレス http://www8.cao.go.jp/space/goodpractice/jireisyu.html
JA北越後以外にも、約20数件のJA、農業法人、地方行政においてアグリルックの
試験運用を実施して頂いている。展示会や研究発表（講演会）の場を積極的に活用
し、時系列衛星データ利用の普及活動に取り組んでいる。

内閣府が作成した衛星データをビジネスに利用したグッドプラクティス事例集の抜粋

共同研究機関のJA職員による人工衛星の農業利用
の取り組み紹介

課題名：準衛星コンステレーションを利用した高度水稲営農情報システムの構築と実証 代表者名：原 政直 主管実施機関：株式会社ビジョンテック
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事後評価表 

※「４．（２）成果」以外については平成２７年３月末現在で記載 

１．課題名 準衛星コンステレーションを利用した高度水稲営農情報システムの構築と実

証 

２．主管研究機関 株式会社ビジョンテック 

３．事業期間 平成２４年度～平成２６年度 

４．総事業費 ２１百万円 

５．課題の実施結果 

（１）課題の達成状況   

「所期の目標に対する達成度」   

本研究では、準衛星コンステレーション（異なる衛星による観測データを複合利用する技術）によ

り継続的で間断ない観測を実現し、田植えから刈り取りまで、営農期間中の必要な時に必要な情報の

利用を可能とし、宇宙を利用した農業情報インフラとして働くことを目標とするものである。 

 

「達成する所期の目標（1～7）」は、以下の通りである。 

 

１）空間分解能 10～50m 程度の旬単位時系列データセットの生成法の確立。 

中空間分解能衛星データ（30m 以下）の空間分解能を保持して時系列データセットを生成可能なプ

ログラムを開発し、目標が達成された。 

２）旬単位データセットを利用した雲なし植生指標画像の生成法の確立。 

衛星TERRA/MODISの旬単位データセットを利用した雲なし植生指数画像を生成するプログラムを開

発し、目標が達成された。 

３）情報端末（例えばスマートフォン、iPad 等）を利用した情報配信システムの確立。 

パソコンの他、タブレット PCやスマートフォンでも情報が見られるようにシステム開発を行った。

カウンターパートである JA 北越後の管内 11支店がそれぞれタブレットを 1台ずつ所有し、各営農

指導担当者が生産者への営農指導時に、その情報を利用する体制ができ、目標が達成された。 

４）作付け時期の違いによる生育状況の補正法の確立。 

正規化植生指数（NDVI）の時系列変化データを使用し、生育状況（SPAD 値など）の補正を行う方法

を確立し、食味推定マップの作成に活用できるようにし、目標が達成された。  

５）衛星観測データから得られる正規化植生指標値を新潟県の標準計測法による食味値（玄米蛋白含有

率）へ変換する手法の確立。 

水稲の坪刈りや食味分析を行い、新潟県の標準計測装置による食味値に変換する方法を確立し、衛
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星データから「玄米蛋白含有率（％）」を単位とする食味推定マップを生成し、提供するなど、目

標が達成された。 

６）携帯電話等を利用した一筆単位の情報収集とその集約化による生育状況などの 10 日先程度の予測

法の確立。 

携帯電話等で撮影されるデジカメ画像をサーバにアップロードして葉色診断を行い、診断結果を

Web 上に表示するシステムを開発した。また、穂肥時期と穂肥量を決定する材料として 2時期の葉

色予測マップを 10日前に提供するなど、目標が達成された。 

７）低労力、低コストで精密農業を実現し、水稲営農の基盤インフラとしての定着を目標に 1000 件程

度の営農者の利用実績を作ること。 

新潟県を中心に全国からアクセスがあり、平成 26年 4 月～10月の訪問者数は 650 人で閲覧ページ

数は 9,160 に上った。また、気象情報とコメの品質情報を直接配信できるメール配信システムを構

築し、JA北越後職員および生産者のその登録アドレス数（利用者数）は 337 人で、WEB 利用者との

合計で約 1000 人の利用実績を作るなど、目標が達成された。 

 

「必要性」  

・科学的・技術的意義（独創的、革新性、先導性、発展性等） 

   農業分野のみならず、あらゆる衛星光学リモートセンシングの実用化において被雲による観測の

不確実性は最大の問題である。データ取得の確率・安定性を高め、必要な時期のデータ取得を可

能にする衛星コンステレーション技術は、衛星光学リモートセンシングを社会実装するために今

後、不可欠になる。準衛星コンステレーションデータの利用技術を開発し、栽培期間を通して農

業生産の現場で実証した本研究成果は、様々な分野における今後の衛星データ利用の可能性を示

した。  

・社会的・経済的意義（産業・経済活動の活性化・高度化、国際競争力の向上、知的財産権の取得・活

用、社会的価値（安全・安心で心豊かな社会等）の創出等） 

   準衛星コンステレーション技術の活用により衛星リモートセンシングデータが安定的に利用可

能になり、情報インフラとして利用できることを示唆した。衛星データを新たな情報源として活

用することにより、農業栽培管理技術の向上が図られ、高品質安定生産、一等米比率の向上、買

取り価格の向上につながり「攻めの農業」を実践するための新たなツールとなり得ることを示し

た。また、衛星データの利用頻度が各段に高まる技術であることから、宇宙利用の活性化・高度

化を促し、宇宙利用の意義と重要性の普及・啓蒙に貢献した。 

 

・国費を用いた研究開発としての意義（国や社会ニーズへの適合性、機関の設置目的や研究目的への適

合性、国の関与の必要性・緊急性、他国の先進研究開発と比較における妥当性等） 

衛星データの栽培管理への活用は世界中で取り組まれているが、天候が良く粗放的な農業が行わ

れる地域を対象にしたものがほとんどである。これは衛星の観測確率や空間分解能に起因してお

り、被雲の問題を根本的に解決した情報利用例は見られない。日本や東南アジアなど多雨地帯に

おいてはこのような利用方法は困難で、被雲の問題を解決する情報利用技術は先進的で、本研究

成果で得られた衛星データ利用技術は、日本国内はもとより海外においても必要である。既に海
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外から本開発技術の利用の希望が具体的に来ている。 

 

・その他国益確保への貢献 

   日本の農業は、高齢化、担い手不足、耕作放棄地の増加、国内自給率の低下や、TPP の問題など

様々な問題を抱えて内憂外患の状態にある。農業を ICT 化する技術は、定量的な指針を示し、地

元 JA 職員との会話の材料になり、担い手育成に貢献する。栽培管理の省力化に貢献し農家の規

模拡大にも貢献する。また、和食ブームの中、農業の工業化（生産管理情報の利用）による安全

で高品質な寿司米や酒米など米の食し方によるブランド化を図るなど欧米諸国への輸出拡大へ

の貢献が期待できる。更に、適切に管理された農地は、景観保全のほか、洪水や土砂災害などの

自然災害リスクを軽減する緩衝材として重要な役目を果たし、国民の安全・安心、財産の保護に

貢献する。 

 

「有効性」   

一時期に観測された衛星リモートセンシングデータを利用して「葉色マップ」や「食味マップ」と

いう結果を得る従来の利用法とは異なり、本研究は、時系列データを用いて必要な時期の情報を生成

し、栽培管理に役立てるための衛星利用技術開発とその実証である。新たな衛星データ利用方法を利

用した情報を生産現場で実証し、そのフィードバックにより改修を行ったシステムの情報が、事業終

了後の平成 27 年度も利用され、平成 28 年度も利用予定であることから実用化・事業化に向けて有効

性の高い成果が得られたことが類推できる。また、事業を通して JA 北越後の担当者の衛星データ利用

に対する理解と知識が深まり、JA 各支店の営農指導担当者自身が生産者の質問への対応や、講演会で

の演者として講演をすることが可能になるなど実践を通して衛星データ利用の知識を有する人材の養

成をも行うことができた。 

本研究で示した解析手法は、農業以外の分野でも衛星データの実用化・事業化のための長年の課題

のブレークスルーとなり、有効性は十分と言える。 

 

「効率性」   

年度ごとに計画・実施体制の見直しを適切に行い、適切な担当者を配置して効率的に予定通りに課

題を遂行することができた。実証地である JA北越後のフィードバックを反映し、情報の表示内容や表

現方法の変更も行い、共同研究機関の担当者がタブレットを所有して生産者とのコミュニケーション

ツールに位置づけ活用するなど、研究成果の利用が軽労化や省力化などに寄与し、費用対効果の向上

を実証することができた。従って効率性も十分であったと言える。 

 

（２）成果                        ※平成２７年１１月１日現在  

「アウトプット」  

衛星データは、定期的に、広い範囲をほとんど同時に恣意性なく観測して得られるという大きな特

徴がある。反面、観測のインターバルが衛星の回帰周期に依存し、利用に供するタイムリー性が得ら
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れないことや植生など物理的特性が分かる衛星光学センサでは雲下の観測ができないという致命的な

欠点があり、これが普及のための大きな障害であった。 

本事業での成果は、この障害を最小化する技術開発を行い、衛星データの最大の特徴である「時空

間情報として固定化し、また、長期保存ができ、さらに、過去に遡っていつでも活性化できる」とい

う特徴を最大限に利用し、水稲の生産現場における軽労化や効率化に寄与し、その品質向上のために

供する「過去の生育状況パターンや逐次更新される生育状況などの時空間情報」を、インターネット

を介して随時閲覧できる WebGIS 型データベースをクラウド上に構築、その情報を閲覧する端末

「AgriLook（アグリルック）」を開発し、JA 北越後版を公開している。なお、「AgriLook（アグリルッ

ク）」は商標登録した(登録第 5547891 号)。 

 

ホームページアドレス http://www.agrilook-info.com/kitaechigo_pub/  

 

本事業の所期の目標設定は農業情報サービスの公開とインターネットを介した 1000 人の利用者か

らのアクセスとした。結果は、新潟県を中心に全国からアクセスがあり、4 月～10 月のアクセス数は

650 人、9,160 回に上った。メール配信サービスには 350 人の登録があり、所期の目標として設定した

約 1000 人の利用者を達成しており十分と言える。 

 

「アウトカム」   

JA 北越後でのアグリルックの活用に伴い、導入前（H23 年度）と比較して、①一等米比率は+4pt、

②販売高は+8.1%、③集荷量は+1.5%、④１俵あたり販売高は+6.6%となり、米価下落の環境下において、

北越後米の価値・収益力の向上に貢献した。特に、営農指導員の施肥等に関する栽培管理指導への活

用は、圃場単位の葉色を適度にコントロールすることを可能にした。 

また、アグリルック JA 北越後版を公開したことにより、衛星データを利用した農業情報サービスの

知名度が高まり、講演要請や展示会出展依頼、新聞への掲載、内閣府宇宙戦略室の調査による「衛星

データをビジネスに利用したグッドプラクティス事例集」への掲載（2014 年 3 月）など様々な情報提

供依頼があり、それらの研究発表（講演会）や展示会の場を積極的に活用し、本事業成果の利用促進・

普及活動に取り組んでいる。 

アグリルックは、現在（平成 27 年 3 月以降に発生）、JA 北越後以外にも、各地の地方行政、JA、営

農法人など 20 数件ほどで導入・試験運用されており、農水省のプロジェクトにおいても「攻めの農

林水産業の実現に向けた革新的技術緊急展開事業」や「戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）

- 農業」、「気候変動適応産地づくり」の事業の中で、自治体レベルにおける情報インフラとして試用

されているなど、研究成果は着実に現場に広がっている。また、海外においても、中央アジア、東南

アジア、南米などの海外の開発途上国からの引き合いも得ており、大きな波及効果が得られている。  

（３）今後の展望   

「攻めの農業」に向けて様々な企業が農業 IT サービスを展開しているが、既存の農業情報サービス

を展開する企業のほとんどはデータソースを気象データに頼っている。今後、衛星コンステレーショ

ンの発展に伴い、対象物の状態を直接モニタリングできる衛星データの重要性が高まり、衛星データ
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と気象データを相互利用した栽培管理情報の提供サービスへの要望は益々高まってくる。 

今回の研究成果は、今後発展していく、農業 ICT の基礎となるもので、今後、日本の農業インフラ

になり得るように、他作物、他品種への対応の要望、小麦、大豆、あるいは果樹やお茶などへの利用

の要望に応えていく。 

さらには生育予測や収量予測、加えて病害虫発生の早期発見や発生危険度予測など、ビッグデータ

とも言える衛星データを 10 年間分集積して解析し、「日本全国の農業圃場の旬単位に 250m メッシュの

細かさで生成した作物生育状況の過去 10 年間の時系列空間情報データセット」を利用した予測モデル

を構築するなど、高度で使いやすく、多様な産地で実用化できるように、さらなる研究開発を進める

予定である。 

６．評価点  

Ｓ 

評価を以下の５段階評価とする。 

Ｓ）優れた成果を挙げ、宇宙航空利用の促進に著しく貢献した。 

Ａ）相応の成果を挙げ、宇宙航空利用の促進に貢献した。 

Ｂ）相応の成果を挙げ、宇宙航空利用の促進に貢献しているが、一部の成果は得られて

おらず、その合理的な理由が説明されていない。 

Ｃ）一部の成果を挙げているが、宇宙航空利用の明確な促進につながっていない。 

Ｄ）成果はほとんど得られていない。 

評価理由 

従来、年に 1～2 枚の衛星データを利用するのが一般的だった農業分野の衛星データ利用を覆し、継

続的に衛星データを取得し、利用する仕組みを作り、その効果が実証された。また、ユーザは PC やタ

ブレット、スマートフォンなどの ICT 端末を使用して、必要な情報を、いつでも、どこでも利用するこ

とができるようになり、衛星データであることを意識せず、「情報」を利用できる環境になった。この

結果、実証地である JA 北越後では衛星データを利用した農業情報の利用が根付き、今後も継続して使

用する予定で、既にインフラ化されていると言える。さらに、本提案の「ひまわり８号データ」利用に

よる進展も期待できる。 

また、本課題により衛星データの農業利用に有用なシステムが構築され、これらの成果をホームペー

ジや講演会・新聞等で広く発信するとともに、農水省関係プロジェクトでの試用や中央アジア、東南ア

ジア、南米などの海外の開発途上国からの引き合いを得るなど、宇宙航空利用の促進に著しく貢献して

いる。 

今後、他作物への応用など、さらなる広がりを期待したい。 

 

 


